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通番３１：備蓄（防災）倉庫に係る建築確認等の規制緩和（全国市長会）
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別添１

（抜粋版）

出典：総務省消防庁ホームページ　 

（http://www.fdma.go.jp/html/life/bousai/bousai_2304-all.pdf）



表２－５ 目的別の主な防災資機材（例） 

① 情報収集・伝達用

② 初期消火用

③ 水防用

④ 救出用

⑤ 救護用

⑥ 避難所・避難用

⑦ 給食・給水用

⑧ 訓練・防災教育用

⑨ その他
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① 各家庭に、消火器（地震時に転倒しても使用可能な粉末消火器、強化液消

火器等）、汲置の水バケツ、消火用水または乾燥砂等を備えるよう指導、

推奨する。

② 応急手当用医薬品については、できれば地域内の病院、薬局等に対して、

災害時には医薬品の提供が得られるよう協議しておく。

③ 救急救命用資機材として、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置箇所等を

把握しておく。

④ 救助用の大型工作資機材については、地域内の土木、建設会社等に対して、

災害時に機材の貸与が得られるよう協議しておく。

⑤ 訓練用の資機材等、近隣の自主防災組織や団体、事業所等と必要に応じて

資機材を共有し、効率のよい維持管理への工夫も必要である。
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